
※１ 市内同一家屋において、親子で居住し合併処理浄化槽を使用していたが、家族が増え

  る等手狭になるため、同居する子供が親から独立して市内(同一敷地内も含む)に家屋を

  新築する場合、補助金交付対象となります。

※２ 災害に伴う合併処理浄化槽の入替えの場合も補助金交付対象となります。

詳細な確認は、下水道課へお問い合わせください。

合併処理浄化槽補助対象判断フロー図
市内に合併処理浄化槽を設置する方のうち、当該設置が汚水処理人口普及の向上につながる場合
が交付対象となります。

合併処理浄化槽を設置する場所が下記の区域外である。
・公共下水道認可区域
・農業集落排水処理区域
・漁業集落排水処理区域

いいえ

はい

下記の事項に該当の方 ※1.2
・市外から転居による家屋の新築
・市内の下水道区域から転居による家屋の新築
・汲取り便槽家屋、単独浄化槽家屋から合併処理浄化槽への改築
・合併処理浄化槽の設置された家屋の建て替え・増築ではない
・市内の合併処理浄化槽家屋から転居による新築ではない

補助金交付対象

いいえ

はい

補助金交付対象外

下記の事項に該当しない。
・浄化槽法及び建築基準法に基づく確認を受けずに設置する場合
・居宅(事業所含む)を借りている又は販売、賃貸する目的で設置
する

・市税等を滞納している
・個人所有ではない建物に設置する

はい

いいえ


